


事業所用可燃
ごみ指定袋

6月30日までの手数料　

13０円/10kg

130円/10kg

７月1日からの手数料　種類

可燃ごみ

資源ごみ

190円/10kg
190円/10kg

排出元

事業所

4,000円/20枚 変更なし

　クリスタルプラザ、伊香クリーンプラザの搬入手数料・搬入手続きが次のとおりと
なります。皆さまのご理解とご協力をお願いします。

事業系廃棄物
（可燃・資源）

130円/10kg(税込)
  (現在の手数料)

190円/10kg(税込)
  (新手数料)

搬入手数料等変更一覧

※可燃ごみを事業所用可燃ごみ指定袋で搬入した場合は、搬入手数料はかかりません。
※分別ルールを変更するものではありません。

　ごみの発生場所などを確認するため、搬入の都度、搬入申請書の提出および免許証などの身分証
明書を提示していただきます。廃棄物の適正処理のため、ご協力をお願いします。
　また、月に概ね８回以上搬入される事業所は年間搬入申請をしていただくことができます。詳細
はセンター業務課にお尋ねください。

□搬入申請書
　搬入申請書はセンターホームページに掲載しているほか、センター・各構成市窓口(環境保全
　関係課)で配付しています。
□手数料
　搬入量に応じて手数料をお支払いいただきます。
□排出事業所が分かる書類
　社員証、名刺、事業所宛て郵便物、免許証(個人事業主の場合)など
□発生元が分かる書類(草刈り業者など事業所所在地とごみ発生場所が異なる場合のみ)
　見積書・伝票など発生場所が分かるもの

搬入時に必要なもの（令和3年7月～）

■搬入手数料の変更

■搬入手続きの変更



■ごみ量が増加しています

■維持管理費が増加しています

　現在の搬入手数料は平成15年度に設定したものです。当時と比べて処理状況が大きく変わっており、
センター処理施設の維持管理のための修繕費や薬品などの消耗品費が大きく増加しています。これらの
費用の大半は長浜市・米原市からの負担金で賄っています。

　このほか、他の自治体と比較するなど適正な受益者負担の考え方および事業者の排出者責任の観点か
ら搬入手数料の見直しを行うものです。

平成29年度

可燃ごみ処分単価(10kg当たり)

平成30年度 令和元年度
117円／10kg 193円／10kg 190円／10kg 210円／10kg
平成元年

　令和元年度の可燃ごみ総処理量は38,895tであり、
平成30年度と比べ1,116t増加しています。そのう
ち事業系廃棄物は全体の30%以上を占めており、事
業系廃棄物が今後のごみ処理や減量化を考えていくう
えで重要な位置付けであることが分かります。
　令和２年１月に策定した「一般廃棄物処理基本計画」
において、令和11年度までに総処理量を34,400t、
事業系廃棄物排出量を11,800tにする目標を立てて
おり、達成には事業所の皆さまのご協力が必要不可欠
です。

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号）第５条の７の規定に基づき、ごみの
発生の抑制、再利用および再生の促進によるごみの減量化ならびに適正な処理について調査審議する
ため、市民・事業者および学識経験者などで構成された湖北広域行政事務センター廃棄物減量等推進
審議会を設置しています。
　当審議会で「ごみ搬入手数料の見直し」について３回にわたって審議され、その答申を尊重して、令
和３年センター議会第１回定例会に湖北広域行政事務センター廃棄物の処理および清掃に関する条例
の改正議案を上程し、議決いただきました。
　審議会資料など詳細はセンターホームページをご覧ください。
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※一般廃棄物と産業廃棄物のうち、爆発性、毒性、感染性その他の人の健康または生活環境に係る被害を生ずるおそれが
　ある性状を有するものは、特別管理一般廃棄物・特別管理産業廃棄物に分類されます。

　事業者は、全ての廃棄物について、廃棄物処理法に基づき適正に処理する必要があります。
①自らの責任で適正に処理を
　事業活動に伴って発生した廃棄物は自ら適正に処理するか、許可を受けた処理業者に委託して処理しなけ
ればなりません。

②再生利用と減量を
　廃棄物の再生利用を積極的に推進するとともに、減量に努めなければなりません。

③製造、販売時には工夫を
　製品の製造、加工、販売などの際には、適正な処理が困難にならないような製品・容器の開発を行い、その
製品・容器の適正な処理の方法に関する情報を提供し、処理が困難にならないようにしなければなりません。

④国および地方公共団体の施策に協力を
　廃棄物の減量や適正な処理の確保などに関して、国や地方公共団体が行う施策に協力しなければなりません。

　事業活動に伴い発生した全ての廃棄物のことです。ここでいう事業所とは会社や商店、工場など
の営利を目的とするものだけではなく、学校、病院、自治会、寺社、官公庁などによる公共サービ
スなども含まれます。

　事業所から出るごみは量・種類に関係なく家庭系廃棄物として出す
ことはできません。（不法投棄として罰せられる場合があります）

■事業系廃棄物とは？

　「廃棄物」とは占有者が自分で利用したり、他人に有償で売却したりすることができないために、
不要になった、固形状または液状のものをいいます。事業系廃棄物は「事業系一般廃棄物」と「産
業廃棄物」に区分されています。

事業活動に伴って発生した廃棄物で、産業
廃棄物以外のもの
⇒5～6ページをご覧ください。
事業活動に伴って発生した廃棄物のうち法
令で定められたもの
⇒9～10ページをご覧ください。

日常生活に伴って発生した廃棄物

■廃棄物の分類

■事業所の責務

　不法投棄の罰則
●5年以下の懲役
●１,000万円以下の罰金
　　（法人は３億円）

！　事業系廃棄物を家庭系廃棄物として出すことはできません

廃
　
棄
　
物

事業系廃棄物

家庭系廃棄物 家庭系一般廃棄物

産業廃棄物

事業系一般廃棄物

　廃棄物処理法

（事業者の責務）
第三条　事業者は、その事業活動に伴って生じた廃棄物を自らの責任において適正に処理しなければならない。
２　事業者は、その事業活動に伴って生じた廃棄物の再生利用等を行うことによりその減量に努めるとともに、物の製造、加工、販売等
　　に際して、その製品、容器等が廃棄物となった場合における処理の困難性についてあらかじめ自ら評価し、適正な処理が困難になら
　　ないような製品、容器等の開発を行うこと、その製品、容器等に係る廃棄物の適正な処理の方法についての情報を提供すること等に
　　より、その製品、容器等が廃棄物となった場合においてその適正な処理が困難になることのないようにしなければならない。
３　事業者は、前二項に定めるもののほか、廃棄物の減量その他その適正な処理の確保等に関し国及び地方公共団体の施策に協力しなけ
　　ればならない。



■事業系廃棄物の処理の流れ

事業系廃棄物

事業系一般廃棄物

自己搬入

収集運搬業者

事業所用可燃ごみ指定
袋で地域の集積所へ
※自治会などの了承を得てください。

センター
処理施設

民間一般廃棄物
処理施設

資源物
（一般廃棄物・産業廃棄物のうち、
資源化が可能なもの）

産業廃棄物

収集運搬業者

自己搬入

収集運搬業者

自己搬入

資源回収業者

産業廃棄物
処理施設

　「こほくる～る」では事業系廃棄物の分類を分かりやすくするため「事業系一般廃棄物」「資源物」
「産業廃棄物」の3種類に分けて案内しています。

センター処理施設
(一部の資源物のみ)POINT

発生時に種類ごとに
分別しておくと後の
手間を省けます。

展開検査を実施しています！ 【不適物の例】

▲靴(産業廃棄物) ▲古紙類(資源物)

▲缶・びん(資源物) ▲コード類(産業廃棄物)

住居
事業所
（店舗）

店舗兼住宅の場合でも家庭系廃棄物と事業系廃棄物は分けて出してください

　住居と店舗が同じ建物であっても、事業系廃棄物を家庭系廃棄物
として出すことはできません。

家庭系
廃棄物

事業系
廃棄物

発生 分別 収集運搬 処理

　ごみの減量化と適正処理のため、クリス
タルプラザに搬入される事業系可燃ごみの
展開検査を随時実施しています。産業廃棄
物や資源物などの不適物があった場合、受
け入れを拒否し搬入業者に指導しています。
悪質な場合は搬入停止措置をとります。
　センターが許可した業者に収集・運搬を
依頼している事業者についても適正に分別
していただきますようお願いします。



　事業活動に伴って発生した廃棄物で、産業廃棄物以外のものをいいます。

■事業系一般廃棄物とは？

【主な品目】

■事業系一般廃棄物の処理方法

事業所用可燃ごみ指定袋を購入し、決められた集積所に出してください。

【価　　　格】4,000円/20枚入り　
【規　　　格】45リットル　平袋
【販 売 場 所】湖北広域行政事務センタークリスタルプラザ
　　　　　　　長浜市役所本庁、北部振興局、各支所
　　　　　　　米原市役所
【注 意 事 項】家庭用ごみ指定袋で出されている場合、収集できません。
　　　　　　　産業廃棄物が混入している場合、収集できません。

①事業所用可燃ごみ指定袋に入れて排出する

②クリスタルプラザ・伊香クリーンプラザに自ら搬入する

■厨芥類 食品の食べ残し、売れ残り、
調理くずなど

●水きりの徹底、生ごみ処理機の活用など減量に努め
　ましょう。
●下記の業種から発生する厨芥類は産業廃棄物です。
　事業系一般廃棄物として処分することはできません。

　▼厨芥類が産業廃棄物となる業種

食料品製造業、医薬品製造業、
香料製造業

■木くず 剪定枝、小型の木製品など

●堆肥化や燃料化などによりリサイクルに努めましょ
　う。
●センターに搬入する場合、長さ50cm、太さ５cm以
　内に切断する必要があります。制限を超える場合は
　一般廃棄物処分業許可業者にお問い合わせください。
●下記の業種から発生する木くずは産業廃棄物です。
　事業系一般廃棄物として処分することはできません。

　▼木くずが産業廃棄物となる業種

建設業、木材又は木製品の製造業、
パルプ製造業、輸入木材の卸売業、
物品賃貸業

■紙くず 汚れた古紙、リサイクルに適さない紙、
個人情報などが書かれた紙など

●ダンボールや新聞紙などリサイクルできる紙はセン
　ターに搬入することができません。資源回収業者　
　(8ページ参照 )に引き渡すなどリサイクルの推進
　にご協力ください。
●ペーパーレス化に取り組み、紙の使用を控えましょう。
●下記の業種から発生する紙くずは産業廃棄物です。
　事業系一般廃棄物として処分することはできません。

　▼紙くずが産業廃棄物となる業種

建設業、パルプ製造業、製紙業、
紙加工品製造業、新聞業、出版業、
製本業、印刷物加工業

■その他 畳、天然繊維製の衣服・布団、
動物の死骸など

●畳や布団などをクリスタルプラザに搬入する時は
　1日10枚までに制限しています。
●解体工事に伴い生じた畳や発泡スチロールが入って
　いる畳、化学繊維製の衣服・布団は産業廃棄物にな
　ります。

産業廃棄物はセンターでは処理できません。
9～10ページを参考に、適正な処理をお願いします。

直接センター処理施設に搬入することができます。搬入方法の詳細は11ページをご覧ください。



■可燃ごみに不適物が混入しています！

以下の廃棄物はセンター施設に搬入できません！

③一般廃棄物収集運搬業許可業者に依頼する

　一般廃棄物収集運搬業許可業者に依頼し、排出してください。一覧は13 ページに掲載してい
るほか、最新情報はセンターホームページに掲載しています。
【注意事項】
 ・事業系廃棄物の収集・運搬または処分を無許可の業者に依頼しないでください。委託基準違反
　の罰則として５年以下の懲役または1,000万円以下の罰金が科せられます。
 ・許可業者を対象として定期的に展開検査を実施しています。産業廃棄物や資源物などの混入が
　見られた場合、受け入れを拒否し搬入業者に指導しています。悪質な場合は搬入停止措置をと
　ります。

④一般廃棄物処分業許可業者に依頼する

　木くずなどの一般廃棄物の処理を一般廃棄物処分業許可業者に処理を依頼することができます。
詳細は各一般廃棄物処分業許可業者にお問い合わせください。
【注意事項】
　搬入する前に、搬入・処理方法、料金について各社にお問い合わせください。また、許可内容
を確認してからお問い合わせください。

▼湖北広域行政事務センター一般廃棄物処分業許可業者一覧（令和3年4月1日現在）

　クリスタルプラザに搬入される可燃ごみの
中に番線や金物類、搬入基準を満たしていな
い木、水銀製品などが混入されていることが
あります。不適物は機械設備が損傷する原因
になり、最悪の場合、焼却処理を停止し、受
け入れもできないことになります。また、灰
出し装置内混入物を除去する必要があり、作
業には時間と危険が伴います。
　搬入基準は必ず守ってください。

　
■産業廃棄物■資源ごみ（飲食用ガラスびん、発泡スチロール、古布、紙パック、プラスチッ
ク製容器包装を除く）(７～８ページ参照 )■汚れたガラスびん、発泡スチロール、古布、紙パッ
ク、プラスチック製容器包装■長さ50cm、太さ5cm 以上の枝木■リサイクルできる紙類
■10kgを超える動物の死がい■その他施設運営に支障が生じる廃棄物

▲可燃ごみに混入していた不燃物 ▲可燃ごみに混入していた木の幹



　一般廃棄物と産業廃棄物のうち、再資源化が可能なものを資源物としています。

■資源物とは？

■処理方法

適正に処理してください

　事業所から排出されるガラスびん、発泡スチロール、古布、紙パック、プラスチック製容器
包装に限り、クリスタルプラザ・伊香クリーンプラザに搬入することができます。搬入方法の
詳細は11ページをご覧ください。（1か月に軽トラック1台分まで）

　センターでは事業所による資源物の直接搬入を受け入れていますが、
使用ずみ乾電池や使用ずみ蛍光管など受け付けていない資源物を搬入
しようとするケースがあります。産業廃棄物として適正に処理してく
ださい。

飲食用ガラスびん

空き缶　　　ペットボトル　　　古紙類　　　使用ずみ乾電池　　ライター　　使用ずみ蛍光管

発泡スチロール 古布 紙パック プラスチック
製容器包装

※従業員が飲食して発生　
　したものに限る　　　　

①クリスタルプラザ・伊香クリーンプラザに自ら搬入する

②資源化業者に依頼する

　空き缶や古紙類など資源回収業者が回収している場合があります。種類ごとに分別し、資源
回収業者に依頼してください。

センターに搬入可能なもの

センターに搬入できないもの



■古紙のリサイクルにご協力を！

●リサイクルできる紙類の例

●リサイクルできない紙類（禁忌品）の例

■センター管内（長浜市・米原市）で古紙の回収を行っている業者

　センターではリサイクル可能な古紙類の搬入を受け入
れていません。しかし、クリスタルプラザで焼却してい
るごみの8.99％（令和２年 12月組成分析結果）がリサ
イクル可能な紙類で構成されており、計算すると約１年
間で3,497t を焼却していることになります。
　これらを積極的にリサイクルすることで、処理料金を
抑え、より環境に優しい企業活動を行うことができます。
ご協力をよろしくお願いします。

　リサイクルだけでなく、処分する古紙そのものの発生を減らす取り組みが重要です。裏紙の利用や
会議のペーパーレス化などの減量化に積極的に取り組みましょう。

▲ダンボール ▲紙箱 ▲新聞紙・チラシ ▲書籍

▲紙パック ▲紙製容器包装 ▲OA用紙 ▲封筒

▲紙コップ ▲紙皿 ▲紙ナフキン ▲写真

▲レシート　
　(感熱紙)

▲ピザの箱など
　汚れた紙類

▲マスク
　（不織布製品）

▲配達伝票
　（カーボン紙）

【その他】
週刊誌、紙管類、厚紙、カタログ、
パンフレット、ノート、はがき ( 圧
着はがきは除く )など

スパイラルノートやティッシュの
箱など紙以外のものが付いている
ものは、それらを取り除いて出す
ことができます。

【その他】
石鹸の包み紙など香り付きの紙、セ
ロハン紙、ポリ加工紙、圧着はがき、
紙おむつ、壁紙、緩衝封筒、アイス
クリームやヨーグルトなどの耐水性
のあるカップ、シュレッダー紙、昇
華転写紙など

禁忌品をリサイクルできる紙類と
して扱っている業者もあります。
各取引先にご確認ください。

その他の可燃ごみ
91.01％

リサイクル
できる古紙類
8.99%



　事業活動に伴って生じた廃棄物のうち、「燃え殻、汚泥、廃油、廃酸、廃アルカリ、廃プラスチッ
ク類」の法で定めた6種類と、政令で定めた14種類の計20種類を産業廃棄物といいます。

■産業廃棄物とは？

●が付いたものは【】の業者が排出する場合に限り産業廃棄物になります。



■産業廃棄物の処理方法

　産業廃棄物はセンター処理施設に搬入することはできません。また、収集に出すことも
できません。産業廃棄物処理業者に依頼して適正に処理してください。

　産業廃棄物の処理については、一般社団法人滋賀県産業資源循環協会 (077-521-2550) に
お問い合わせください。
　また、産業廃棄物の処理に関する情報は公益社団法人全国産業資源循環連合会ホームページ
もご参考ください。

　全国産業資源循環連合会ホームページ：https://www.zensanpairen.or.jp/

事務所で使われて
いた蛍光管

事務所で使われて
いたライター

事務所で使われて
いた乾電池

農家から排出される
肥料袋・ビニール類

増改築に伴う畳、
建具類

商品の輸送に使用
した発泡スチロール

飲食店で利用されて
いた皿・コップ類

文房具類 食用油 輸送用パレット

解体ごみはルールを守って処分してください
　建物の増改築や解体を業者が行った場合、その解体ごみは産業廃棄物になります。依頼主が
運ばれたとしても、センターでは受け入れできません。また、排出元が説明できないごみは受
け入れできません。随時展開検査や排出元の確認を行い、産業廃棄物であると確認できた場合
は搬入をお断りします。

一部資源ごみとしてセンターに搬入できるものもあります。



　センター搬入基準を満たした事業系一般廃棄物と資源物（ガラスびん、紙パック、古布、発泡ス
チロール、プラスチック製容器包装に限る）はセンター処理施設に搬入することができます。

令和３年６月30日まで130円 /10kg　令和３年７月１日から190円 /10kg

□搬入申請書
　事前に記載のうえ、搬入してください。様式は14ページに掲載しているほか、センターホー
ムページに掲載しています。

□手数料
搬入量に応じて手数料を納入ください。

□排出事業所が分かる書類
社員証、名刺、事業所宛て郵便物など事業所名が分かるもの、免許証 (個人事業主の場合 )など

□発生場所が分かる書類 (草刈り業者など事業所所在地と廃棄物発生場所が異なる場合のみ )
見積書・伝票など発生場所が分かる書類

平日の8時30分～12時　13時～16時30分（土日祝日と年末年始を除く）
※毎月第４日曜日は、直接搬入の受け付けをしています（12 月を除く）。変更がある場合はセンターホームページでお知
　らせします。

搬入可能品目を確認してください
　センターに搬入できるごみは事業系一般廃棄物と資源物 (ガラスびん、紙パック、古布、発泡ス
チロール、プラスチック製容器包装 )のみです。それ以外は搬入できません。

月に概ね8回以上搬入される事業所は年間搬入申請をすることができます。詳細はセンター業務課にお尋
ねください。

■搬入施設

■手数料

■搬入時の持ち物（令和3年7月から）

■受付日時

■搬入時の注意事項について



長浜市・米原市以外から発生した廃棄物は搬入できません
　センターに搬入できる廃棄物は発生元が長浜市・米原市の場合に限ります。

展開検査・排出元確認にご協力ください
　事業系廃棄物を家庭系廃棄物と偽って搬入することを防止するため、不定期に展開検査や発生元確認
をすることがあります。ご協力いただけない場合は搬入をお断りします。

混雑時の搬入は避けてください
　第4日曜日や休み明けの平日は搬入車両が非常に多く、場内が混雑します。計量受付までかなりの待ち
時間が発生していますので、可能な方は比較的搬入件数が少ない週後半の平日の搬入をご検討ください。

搬入基準を守ってください
　事業系一般廃棄物であっても、処理設備の能力上、その形状や大きさ、量などによって受け入れできな
いものがあります。

【センターで処理できない主な一般廃棄物】

※布団・畳類（化学繊維製を除く）は1日に10枚まで受け入れます。11枚以上の場合は後日の搬入をお願いします。

　３Rとは、循環型社会を実現するための３つの取り組みである「Reduce(リデュース)」
「Reuse(リユース)」「Recycle（リサイクル）」の頭文字を取って作られた言葉で、
減量化やエネルギー節約のキーワードです。

ごみにならないようにしましょう！
□過剰包装を控え、簡易包装を利用する。
□両面コピーの励行、文書の共有、ペーパーレス化でコピー機の
　使用を控える。
□コップや箸など使い捨てでないものを使用する。
□賞味期限切れ製品を減らすため、販売管理・在庫管理を徹底する。

使えるものは使えるだけ使いましょう！
□封筒・ファイルなどを繰り返し使用する。
□ミスコピー紙などは内部使用やメモ用紙などに再利用する。
□梱包材や容器は繰り返し使用できるものを採用する。

正しく分別してリサイクルしましょう！
□7、8ページを参考に、再生可能な資源物は資源化する。
□食品廃棄物は飼料化堆肥化などリサイクルを行う処分業者へ
　委託し再生利用する。
□再生紙など再生資源を使った環境に優しい商品を使用する。







Ｑ．家庭用こほくる～るで可燃ごみに分類されているものが事業系一般廃棄物でしょうか。

Ｑ．焼却可能なごみをドラム缶で燃やしてもいいですか。

Ｑ．クリーンプラントにごみを搬入することはできますか。

Ａ．家庭用こほくる～るで可燃ごみに分類されていても、ＰＰバンドや柔らかいプラスチッ
　　ク製品などは産業廃棄物に分類されます。

Ａ．廃棄物を屋外で焼却することは廃棄物処理法で原則禁止されています。
　　違反すると懲役5年以下または1,000万以下(法人の場合は3億円以下)の罰金または併
　   科に処されます。

Ｑ．弊社はごみがひと月に1袋程度しか出ません。ごく少量なので家庭系廃棄物と混ぜて近
　   くの集積所に出していいですか。

Ａ．ごみ量が少なくても、事業系廃棄物は適正に処分する必要があります。

Ａ．クリーンプラントでは事業所から排出される廃棄物を受け入れていません。

■よくあるお問い合わせ

■お問い合わせ先

■湖北広域行政事務センター　業務課
　〒526 0021　　滋賀県長浜市八幡中山町200
　TEL  0749 62 7143 　FAX 0749 65 0245
　Ｅ－mail　gyoumu@kohoku-kouiki.jp　
　URL　http://www.kohoku-kouiki.jp

■長浜市　環境保全課
　〒526 8501　
　長浜市八幡東町632番地
　TEL  0749 65 6513

■米原市　環境保全課 (令和3年3月まで)

　〒521 0392 　米原市春照490 1
　TEL  0749 58 2230

■米原市　自治協働課
　【令和3年４月まで】
　〒521 0012　 米原市春照490-1
　TEL  0749-58-2230
　【令和3年５月から】
　〒521-0012　 米原市米原1016番地
　TEL  0749-53-5112

▲センターホームページ
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